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は　じめに
　世紀の交替期に成立したドイッ独占資本主義を、　レーニンは次のように評価した。「〔ドイツは、〕
資本主義の、金融資本主義の、組織性の点でアメリカにまさる先進資本主義国の、模範である。ドイ
ツは、多くの点で、技術と生産の点で、政治上の点でアメリカにおとっていたが、金融資本主義の組
織性の点では、独占資本主義の国家独占資本主義への転化の点では、アメリカにまさっていた。」1）と。
このドイツ独占資本主義の「支配者」こそ、高度の「組織性」と「完成度」を誇るドイツ金融資本で
あった。そして、第二次大戦後のドイツ連邦共和国（以下西ドイツと呼ぶ）経済の特質を検証する場
合にも、金融資本分析が軸点をなす。すなわち、ドイッ金融資本の（解体）・再編・強化こそ、50年
代西ドイツの「高度経済成長」を支えた基本要因であったからである。
　ところで、戦前から戦後にかけて「投資金融に占める自己金融（公共資金）の割合の上昇」が、世
界的な傾向であるといわれている。（西ドイツしかり）。とすれぽ、スウィージーのように「銀行の地
位は著しい変化をとげ……機能それ自体が萎縮し、その機能がもたらした支配力は低下し、銀行を第
二義的な地位におく。かつては栄光の日をもった銀行資本は、ふたたび産業資本にたいする補助的な
地位に立ちもどる」2）のであろうか。もちろん、金融資本を「現実に産業資本に転化されている銀行
資本したがって貨幣形態の資本……銀行が処理し産業資本家が充用する資本」3）と規定するのは、「ド
イツ的特質」の強調であり、レーニソの「生産の集積、そこから成長してくる独占体、銀行と産業と
の融合あるいは癒着」4）との規定が事態を正しく説明するものであろうが、「金融資本範疇の母国」ド
イツで、はたして戦後、金融資本が解体ないしは弱体化したのであろうか。本稿は、この問題tle・一一応
の回答をあたえようとする。
1　50年代西ドイツの「高度経済成長」とその要因
　第二次大戦後の資本主義の全般的危機の深化という状況の下で、社会主義に対抗する資本主義側の
盟主となったアメリカは、みずからの戦後世界戦略に西ドイツを位置づけ、最前線基地として「旧来
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一379一
型」重化学工業の再建を企図した。「モーゲンソープラソ＝ドイツ農業国化政策」は、しりぞけられ、
占領政策の転換は、パーソズ演説・トルーマソドクトリン・マーツヤル援助、「第一次工業計画」5）か
ら「第二次工業計画」6）へ、工場解体の対象企業の減少となってあらわれた。したがって、戦前来の生
産力水準（西ドイツ地域）は、ほぼそのまま引き継がれたといえる。ドイツは、48年6月の「通貨改革」
によって経済的に、49年9月のBundesrepublik　Deutschlandの成立によって政治的に東・西に分
割することになり、ここに資本主義西ドイツの戦後史がはじまる。そのさい、東エルベ農業地帯が社
会主義に離脱したということは、戦前の統一的国内市場・産業構造の崩壊を意味し、西ドイツは、食
糧基地と国内市場を失うことにより7）戦前以上の重化学工業中心の「輸出大国」とならざるをえない
運命におかれた。国民総生産は、54年価格で50年の1，129億DMから60年の2，404億DMへ2．13倍と
なり、個人消i費は一人あたり1，436DMから2，687DMへ1．87倍となり8）、そして、鉱工業生産指数
は50年を100として60年には249に、とりわけ投資財工業では60年には337にまで上昇している9）。
　このような「経済成長」がいかにして可能であったのか。いくつかの要因を挙げてみよ’う。
　第一に、すでに述べたように、世界史的条件の変化が西ドイ7に有利に作用したこと。
　第二に、残存生産設備能力がかなりあったこと。「戦災によってもたらされた西ドイツ工業の平均
的生産設備能力の喪失は、最大限10％」le）であり、「1926－44年の激しい軍備拡張で、大抵の第一部門
の工業では平均〔年〕18％〔36－44年〕にのぼる拡大が行われたので、敗戦時には、西ドイツ工業の
生産能力は、36年より高かった。」11）
　第三に、西ヨーロッパの復興需要が西ドイツ重化学工業製品を必要としたことなどによる輸出の大
幅拡大。輸出額は、50年の83億6，200万DM（一人当り170　DM）から、60年の479億4，600万DM
（863DM）へと5．7倍、輸出量は、4．4倍となり12）、鉱工業産産の拡大を大いに促進した。
　第四に、巨額の固定資本投資・設備投資が行われたこと。新規設備投資額は、50年の94億5，000万
DMから60年の346億8，000万DMへ3．7倍となり、また、とくに（住宅）建設投資は、88億5，000万DM
から331億3，000万DMに上昇し、粗固定資本投資に占める割合も50年が48．8％、60年が49．4％で13）、
高い比重をもっていることが特徴である。
　第五に、経済復興・成長に不可欠な大量の低賃金労働力が、「移住民」という形で確保されたこと。
それは、46年10月の587．9万人から52年12月の825．8万人に増加し、人口全体に占める割合も13。4％か
ら17．0％に上昇し14）、また、50年の就業人口（除農林業）に占める割合は、12．5％に達し、失業者に
占める割合も33．2％であった15）。
　第六に、「経済の非軍事化」が行われたこと。ただし、50年の連邦予算一般会計全体に占める占領
分担金の割合は、35．8％16）であることにみられるように、軍事関係費は少なくなかった。ここで重要
なのは、再生産外消耗である軍事生産が大きな位置を占めていないということである。
　第七に、国家により「経済成長」促進政策が採られたこと。「通貨改革」、「企業資産再評価」、「特
別減価償却制度」、「租税優遇措置」、「輸出奨励政策」、「投資援助法」、「資本市場育成政策」、「公共資
金の企業への投入」などが行われ、それは結局、独占資本に「活力」をつけるというように作用した。
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　以上の諸要因が基本的に50年代茜ドイツの「高度成長」を可能にした17）。この「経済成長」を支え
た深部の力は、ドイツ金融資本の再編過程にほかならなかった。その考察に移ろう。
ll　銀行独占の解体と再編
　31年金融恐慌の過程で、ベルリソ大銀行の資本集中が行われた。26年、Commerz・und　Privatbank
は、Mitteldeutsche　Creditbankを吸収、29年、　Deutsche　BankとDiskontogesellschaftは合併
し、31年、Dresdner　BankはDarmst5dter－und　Nationalbankを併合し18）、ここに四大銀行（含
Berliner　Handelsgesellschaft＝BHG）の支配体制が確立し、ナチス期の金融資本の「根幹」を形成
した。それゆえ、戦後、支店を有しなかったBHGを除く三大銀行の解体が実施された。47年5月
米占領地域で、同年10月仏占領地域で、そして48年4月英占領地域で解体が行われ、30の承継録行に
分割された。各州に州iiT央銀行が輩置され・48年3月には、．　Bank　deutscher　Landerが西ドイツ地
域の中央銀行として設立された19）。三大銀行の解体は、52年3月の「信用機関の営業地域に関する法
律」によって緩和され、西ドイツを三分割した一地域で営業を許されることになり（3×3の承継銀
行）、56年12月には「信用機関の営業地域の制限撤廃に関する法律」により三大銀行は完全にもとの状
態にもどった20）。57年8月には、通貨安定に強力な権限をもつDeutsche　Bundesbankが発足し、
ここに信用体系の整備が行われた21）。
　ここで50年代の大銀行の状況をみてみよう。まず「銀行グループ別営業資金量の推移」を示せぽ、
第一表のようになる。この表によれぽ、大銀行の割合は50年の19．1％から60年の12．0％に下落し、逆
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ら　　ミに貯蓄銀行グループは30．8％から36．0％に上昇し、大銀行の相対的地位の「低下」という現象がみら
れる。次に「主要項目の全銀行に占める割合」を示せぽ、第二表のようになる。大銀行は、50年から
58年にかけて短期信用で30．7％から29．4％、中長期信用で2．7％から3．1％と変化しているが、そのぽ
あい、全銀行の営業資金量に占める短期信用の割合が40．0％から19．9％22）と下落しているのに比して、
大銀行のそれがほぼ三分の一弱のままゼあることは重要である。大銀行の力をみてみよう23）。長期信
用で国家的信用機関が圧倒的に高く大銀行が低いのは、それが住宅建設・公共投資・農林業などの独
占にあまり興味のない部門であるということに基づいている。貯蓄銀行の61年の貸付は、住宅建設が
全体の49．9％、農業が4．4％、層公共機関が15．4％、手工業が3．4％であるのに対して、工業は10．1％に
すぎなかった24）。だが、工業への大銀行の役割は大きく、また、50年代後半には大銀行に匹敵する資
金量を持ち長期信用へ割合の高い不動産銀行は、大銀行の直接の影響下にあるといわれている。銀行
業務の中心である短期信用では、大銀行の比重は高い。ここで、金融機関全体の貨付先別割合をみて
みよう。まず短期信用。工業（手工業）へは50年が49．9％、60年が44．7％であり、住宅へは1．5－1．6
％、農林業へは2．2→3．2％、公共機関へは1．4→0．6％、中長期信用、工業へは50年が25．3％、60年が
16．7％であり、住宅へは30．3→39．2％、農林業へは4．5→8．4％、公共機関へは7．9→15．5％となって
いる25）。このように、短期信用はほぼ半分が工業に、中長期信用は住宅・農林業・公共機関に貸付ら
れているのがわかる。大銀行㊧ヵは、証券発行引受業務においてもっとも強力である。すなわち、全
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第一衷　銀行グループ別営業資金量の推移一1950年末～60年末一 （100万DM、カッコ内％）
ー????
1950年 1952年 1954年 1956年 1958年 1960年
全　　　銀　　　行1） 39，988（100）65，006（100）102，021（100）137，201（100）183，208（100）237，319（100）
信　用　銀　行 14，569（36．4） 22，186（34．1） 31，302（30．7） 39，560（28．8） 49，000（26．7） 62，825（26．5）
大　　銀　　行 7，636（19．1） 11，399（17．5） 15，857（15．6） 19，154（13．9） 23，130（12．6） 28，597（12．0）
州・地　　域・
n　方　銀　行
　　　　　　　，S，718（11．8） 7，620（11．7） 11，529（11．3） 15，403（11．2） 19，645（10．7） 25，815（10．9）
個　人　銀　行 1，815（4．5） 2，487（3．8） 3，176（3．1） 3，948（2．9） 4，779（2．6） 6，353（2．7）
貯蓄銀行グループ 12，333（30．8） 19，406（29．8） 33，334（32．7） 44，755（32．6）6 ，504（36．3） 85，395（36．0）
振替中央金庫 4，310（10．8） 6，828（10．5） 12，092（11．9） 16，136（11．8） 26，169（14．3） 30，716（12．9）
貯　蓄　銀　行 8，023（20．0） 12，578（19．3） 21，242（20．8） 28，619（20．8） 40，335（22，0）54，679（23．1）
協同組合グループ 4，971（12．4） 7，116（10．9） 10，724（10．5） 13，768（10．0） 19，498（10．7）25，528（10．7）
抵当銀行・公法上
ﾌ不動産金融機関 2，347（5．9） 5，718（8．8） 11，220（11．0） 16，233（11．8） 22，583（12．3）30，288（12．8）
（注）（1）銀行統計報告義務を有する全ての金融機関，本表にあげた以外に特殊機能信用機関・割賦信用機関・郵便貯金，Iandiche　Kreditgenossenschaften
　　を含む。その他の注は原典参照。
（出所）　Die　Ste11ung　der　einzelnen　Institutsgruppen　im　deutschen　Banksystem，　in：Monatsberichte　der　Deutschen　Bundesbank，　Marz　1961，
　　　S．　30．大蔵省「調査月報」第51巻第3号、66－67頁。
第二表　主要項目の全銀行グループに占める割合（％）－50年末～60年末一
　　　ω
全銀行　　信用銀行
　　　　　　　50年100
　　　　　　　54　100短期信用　　　　　　　58　100
　　　　　　　60　100
　　　　　　　50年100
　　　　　　　54　100中・長期信用
　　　　　　　58　100
　　　　　　　60　100
56．6
57．1
58．3
58．2
9．0
11．7
10．8
11。3
うち大銀行
貯　　蓄グループ
うち貯蓄銀行
協同組合グループ 抵当銀行・
?@上の不動
Y金融機関
30．7
R1．4
Q9．4
23．7
Q1．5
P8．9
P8．0
13．4
P4．0
P3．6
P3．0
15．1
P6．6
P7．2
P7．5
0．1
O．1
O．2
O．1
????? 32．0
35．5
38．0
38．6
17．3
20．7
21．9
23．6
4．8
4．7
5。6
6．0
17．0
20．2
23．3
22．9
有価証券・
Vンジケート
Q　　　加
50年100
T4　100
T8　100
U0　100
27．4
R8．3
R4．7
R1．7
7．7
P9．8
P9．5
31．3
R7．4
S4．0
S5．7
19．4
Q1．4
R0．3
R2．1
4．3
R．0
T．7
V．2
1．5
W．1
T．0
S．4
oo
盾盾
oo
??
??
??
?
? ??
????
．9
0．2
5．8
7．9
．7
．1
0．5
9．5
7．9
5．5
7．4
0．0
．8
．1
．5
．6
．0
．6
。6
???
注）短期信用は6ヵ月以内、中期信用は4年以内、長期信用は4年以上、（1）第一表の注（1）参照。
　その他の注は原典参照。
出所）　Ibid，，　ss．4cF45．前掲月報82－93頁。
融機関に占めるその割合は、51年の28・6％から54年の66．0％へ、そして58年には70．4％にまで上昇
、この分野で大銀行は独占的地位を確立している26）。これは、金融資本との関連で重要である。．
このように、戦前から戦後・50年代を通じて、大銀行の衰退・弱体化という事実は見られず、むし
、金融資本の「中軸」としての地位を確立しているといえよう。産業独占に移ろう。
　産業独占の解体と再編
戦後、三大銀行の解体と同時に産業独占の解体も進められた。解体は、ルール重工業（炭鉄部門）
1・G・Farbenについて行われ、それ以外は、たとえぽ電機工業などは戦前からアメリカ資本との
びつきが強く、解体の対象とはならなかった。そして、解体自体にしても不十分なものだった。
ereinigte　Stahlwerke　et、26年に設立され資本金8億RM、25万人の従業員をもち、ドイツ粗鋼
合の41．08％、ライン・ヴェストファーレン石炭シンジケートの21．88％を占める当時ヨーPッパ最
の炭鉄コンツェルンであった27）。25年に設立された1．G．　Farbenは、ナチス期lc－一一層強力な地位
獲得し、41年の資本金7億6，300万RMから43年には14億RMとほぼ倍となり、ドイツ化学エ業
資本金の三分の一以上を占め、貸借対照表額は、44年に28億RMと36年の倍となっているがこれ
ても正確に事態を反映するものではなく、粗利益は43年の売上32億RMのうち8億2，200万RM
のぼっていた28）。
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　「過度経済力集中排除」はく種々の理由をつけて引きのぼされ、Vereinigte　Stahlwerkeカミ鉄鋼
12社・石炭3社・機械1社・商事1社に分割されたのは、51年から54年にかけてであるが・それとて
も結局は旧コンツェルンと承継会社の株式交換が認められたので、Thyssen－GrupPe・Rheinischen
Stahlwerke・ナランダ系の3グループに再集中することになり29）、その他の炭鉄コソツェルソの解
体もまた骨ぬきにされていった。LG．　Farbenは、52年になっで12の承継会社に分割されたが、こ
こでも株式交換が承認され、BASF，　Bay6r，　Hochest，　HUls，　Casもella，　Wasag，　Nobelの7大コソ
ツェルソに再編された30）。特に前3社の力は強く、58年の資本金で、Bayerは一位（6．60億DM）、
BASFは二位（6．12億DM）、そしてHochestは五位（4．62億DM）であり31）、1．　G，　Farben系
コンツェルソの強さを示している。1．G．’earbenの癬体はいかなる効果をもったのか。それは、戦
前の肥大化した1．G．　Farbenを「機能的」に分割したにすぎず、3社が、生産と研究の細心な調
整、すべての投資ρ共同、原料・補助材料の共同の購入、外国市場での共同作戦などを行いながら、
法律上は「独立」しているとみなされるという、「古典的」なコンツェtレンの構造よりすぐれたもの
になった32）。このように、コソツェルン解体は、「西ドイツ独占企業・コソツェルンを解体して、そ
の力を除去しよう≧するものではなく、米英仏独占琳（とくにナ・リカ鮎資本）の禾IJ益甑るよ
うに、一方では、西ドイツ独占企業を温存し、他方ではその競争力を除去して従属させるという二重
的性格をもった」33）というところに特質があった。
　ここで、50年代の産業独占の状況を見てみよう。炭鉄では、企業解体が行われ塑とはいえ・Thys－
sen・Gruppe，　Krupp，　Rheinstah1，　GutehoffnungshUtte，　Mannesmann，　Hoesch，　K16ckner，　Flick
の8つのコンツェルソで、57年、全生産量に対して銑鉄は79％、粗鋼は75％、圧延鋼は60％、石炭は
33％を占めていた。総販売額に占める割合で、化学工業は、40大企業で50年の54．7％から57年の62．2
％に、機械工業は、30大企業で25．3％から34．3％に上昇している。電機工業は、30大企業が57年に
54．2％を占め、とくにSiemensが32億DM、　AEGが18億DMの販売額をあげ、　Siemensは、西
ドイツ第二の企業であるという。自動車工業は、30大企業で50年の59．6％から57年の70．4％に上昇
し、5大企業（Daimler，　Volkswagenwerk，　Opel，　Ford，　Borgward）で57年に60．9％を占めてい
た34）。ここで、資本集中を考察する前に、西ドイツの企業形態についてみてみる。1950年、企業数
で、個人企業は90．4％（25年93．9％）、合名会社・合資会社は3．6％（2．4％）、有限会社は1．0％．（0．4
％）、株式会社・株式合資会社は0．1％（0．4％）、登記組合は0．8％（1．1％）、その他の私法形態の会社
は3．4％（0．7％）であり、従業員数では個人企業は47，6％（一企業あたり3．2人）、合名会社・合資会
社は16．9％（29．3人）、有限会社は10．6％（69．9人）、株式会社・株式合資会社は15．2％（789．5人）、
登記組合は1．0％（7．3人）、その他の私法形態の会社は2．8％（25．5人）を占めており35）、売上げの割
合では、個人企業は36．9％、合名会社，・合資会社は18．6％、有限会社は15．4％、’株式会社・株式合資
会社は16．5％となっており、一企業あたりの年間売上げ額では、個人企業は4．7万DM、合名会社・
合資会社は59．6万DM、有限会社は187．7万DM、．株式会社・株式合資会社は1，581。5万DMであ
り36）、西ドイツでは株式会社・株式合資会社が主要な企業形態であり、有限会社がそれにっつくもの
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であることがわかる。資本金では、株式会社・株式合資会社は、一企業あたり平均54年の798．6万DM
から、61年の1，449．7万DMに、有限会社は23，1万DMから、42．3万DMに増加してV’Nる37）。さら
に資本規模別にみてみよう。株式会社は、1億DM（戦前はRM）以上の資本規模をもつものの資
本総額が資本金全体に占める割合は、38年ゐ2s．8％から54年の34．1％へそして61年には52．4％に上昇
している。有限会社は5千万DM以上の資本規模をもつものの資本総額が資本金全体に占める割合
は、38年の11．4％（1億RM以上は2．9％）から61年の24，9％（1億DM以上は13．7％）に上昇して
おり3s）、50年代を通じて資本集中の進行したことを示している。このような資本集中は、56年11月の
「資本会社および鉱業法会社の組織変更に関する法律」、57年10月の「会社組織変更法」によっても
促進された。株式会社・株式合資会社の54年の合併・組織変更は41件、資本金総額では0．699億DM、
55年は39件3．9億DM、56年は32件1．2億DM、57年は47件3．8億DM、58年は59件6．4億DM、59年
は149件で18．5億DMにのぼり、60年は75件8．9億DM、61年は54件2．1億DMとなっており、とりわ
け59年が高い。また、有限会社は、57年は450件2．0億DM、58年は752件3．2億DM、59年は1，196件
3．7億DM、60年は1，259件10．2億DM、そして61年は220件1．4億DMであった39）。有限会社は、59
年・60年が多くなっている。以上みてきたように、50年代を通じて資本集中が進行し、それはまた、
産業独占の再編過程にほかならなかった。
N　銀行独占と産業独占の結合
　銀行独占と産業独占の状況をみてきたが、ここでは、両者の結合について検討してみよう。まず、
ナチス期から戦後にかけて、一見金融資本が弱体化したかの現象を示す、投資金融に占める自己金融
（および公共資金）率の上昇という事実の考察から出発する。長期資金に占める自己金融の割合は、
26－29年に11％、33－38年に18％、49－53年に44％とワイマール期からナチス期そして戦後にかけて
次第に上昇する傾向がわかる。同様に、公共資金も、同期間に14→24→30％と上昇している。それに
たいして、有価証券発行は、31→10→2％とナチス期から戦後の時期にかけてその割合は劇的に下落
して蔚り、金融機関信用は、31→48→20％となりナチス期に上昇し戦後はワイマール期より下がって
いる40）。そこで、この自己金融率ゐ上昇と金融資本の存在様式との関連へと進むごとにする。
　N－1　自己金融率上昇のおもな要因
　戦前から戦後にかけて自己金融率上昇の要因は、次のよう’なものであると考えられる。’
　第一に、残存生産能力が天きく、それがマーシャル援助等によって再開されたこと。　1
　第二に、通貨改革により過剰通貨が切り捨てられ、「企業資産再評価」も企業に有利に行われ、戦
時利潤（秘密積立金）が「実現」されたこと。
　第三に、「敗戦」・「企業解体」・「通貨改革」・「資産再評価」なども手伝って資本市場は「弱体化」し、
とりわけ証券（株式）市場は、住宅建設促進のたあの抵当債・自治体債を消化するために抑制された。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　s　　　あ　　へ　　　も・第四に、低賃金労働力の確保、需要拡大などなどにより、大いに独占利潤が獲得できたこと。
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　第五に、課税上の有利さ、52年までの配当制限の持続による未分配利潤の増大、また、二重課税を
免れる自己金融の有利さ、そして、何よりも減価償却にたいして様々な租税優遇措置がとられたこと
が重要であり、西ドイツの自己金融に占める減価償却の割合は、アメリカ・イギリスよりも高い41）。
以上が、自己金融上昇の主要因であるが、そのばあい、金融構造の問題の考察を欠いてはならず、両
者は密接不可分である。
　IV一皿　金融構造の変容
　基本的に1931年金融恐慌を転期として、金融構造の変容がもたらされてきた。それは、
　第一に、相対的安定期からナチス期にかけての証券発行業務の衰退傾向である。それは、「異常に
高い租税負担」による「ドイツの貯蓄能力の減少」、大インフレーションによる中産階層の脱落・低
所得層の増大にもとつく中産層の貯蓄分の有価証券投資から低所得層の貯蓄銀行への預け入れまたは
自己の住宅への投下に変化したことによる42）。また、社会保険、家賃税を通じる「公共体の貨幣蓄積」
の増大がある43）。もちろん、ナチス期の証券市場統制が、大きな影響をあたえていることはいうまで
もない。
　第二に、兼営銀行主義の基本になっていた自己資本比率の著しい低下である。たとえば、預金に対
する自己資本の割合は、ベルリソ大銀行で、1884年が68．9％、1900年が59．1％、1928年が5．4％、そ
して50年が4．5％である44）。
、第三に、公的金融機関、とくに貯蓄銀行などが台頭してきたことである。
　第四に、中長期信用が、産業向から住宅建設・公共事業・農林業等へ重点を移行したことである。
とはいえ、工業のうち基幹産業への中長期貨出の割合は大きい。工業全体のうち重化学工業への信用
の割合は、短期信用が50年に26．7％、中長期信用が53．8％であり、60年には前者が33．1％、後者が
40．8％であり45）、とりわけ中長期信用のうち基幹産業へ50年代初頭高い割合で投下され「経済成長」
を促進したことがわかる。
　第五に、「国家独占資本主義における資本動員機構の頂点に立つものは、国家資金としての資本の
最高限の集中的利用である。」46）すなわち、資本市場における公共資金の割合が高まってきたことであ
る。このような状況の中で、第二次大戦後、IV－1要因と重ね合さって、自己金融率がさらに上昇す
ることになった。
　この自己金融率の上昇という事実が、はたして企業と銀行・企業と金融機関のつながりや資本市場
を弱体化させたのであろうか。たしかに占領期から50年代初頭にかけて資本市場とりわけ株式市場は
極端に縮4・していたということはすでに述べたとおりであるが、その後、資本市場育成政策により証
券・株式市場の地位が徐々に回復し、とりわけ、55年の一大設備投資期にその力を発揮し、大銀行の
証券業務の取り扱いが増えてきたことは重要である。また、大銀行の短期信用の割合が高いというこ
ともすでに指摘したが、そのいくつかの部分は、投資立替金融（Investitions　Vorfinanzierung）、
すなわち、「この信用は、短期としてあたえられるh：、その使用にもとついて凍結し、長期に使用さ
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れ」47）、「交互計算信用による立替金融ないし中間金融として、古典的独占期以来すでに伝統的に確立
されてきたもの」であり48）、55年には、「少くとも短期信用量の30％が、その性格上長期資本設備に
融資されている」49）といわれるほどである。そして、膨大な減価償却費等が現金で企業に積み立てら
れているわけではないこと、などを考えると戦後自己金融率の上昇によって、企業と金融機関のつな
がりが弱くなったとはとうていいえず、以下に見るように、金融機関一大銀行の地位は不変であり、
50年代にドイツ金融資本は復活し、強化しているのである。
　IV一皿　結合の具体的形態
　銀行独占と産業独占の結合は、株式所有・融資・人的結合にあらわれるど考えられるので、以下そ
れぞれを具体的に検討してみよう。
　1V一皿一1　株式所有・預託議決権
　まず、1956年末にはじめて行われた株式会社の戦後の所有関係を示せぽ、第三表のようになる。こ
の表によるかぎり、戦後西ドイツの場合、株式分散化という傾向は見られない。だが、個々の工業部
門に目を向けるとかなりの差異がある。「特定部門における株式会社の所有関係」を、第四表に示す。
工業全体は、1958年末、’ﾖ係会社所有（Schachtelbesitz）は31．1％（参与会社は14，1％、その他の
株式会社17．0％）、継続的所有（Dauerbesitz）は39．8％、そして、分散的所有（Streubesitz）は
29．1％である。関係会社所有の大きいのは、石炭・鉄鋼であり、エネルギー産業は公的所有が、石油
は外国所有が大きく、逆に分散的所有の大きいのは、機械・電機・化学・繊維であるが、機械・電機
などでは関係会社所有も少いとはいえない。すなわち、「継続的参加が高いのは、鉱業、鉄鋼業、石
油生産、電機工業〔主要に大独占であろうが若干疑問。一相沢〕、自動車工業である。換言すれぽ、そ
れは、何ダースもゐ参与会社をもつ巨大なコンツェルンを支配する基幹産業部門である。その影響
は、多くの工業部門におよんでいる。……この参与制度の基礎にもとつく資本結合の績果、1ダrス
にもみたない金融資本の強力なグループによって頂点が形成されているのである。」50）
　このような所有関係の中で、西ドイツの場合、とりわけ分散的所有を「銀行所有」にしてしまうが
ごとき銀行への株式預託（寄託）一預託議決権（Depotstimmrecht）という制度が存在しており、そ
れは西ドイツ金融資本を強力なものにしている一特質である。株式を銀行に預託し、銀行が代理議決
権を行使するというのは、19世紀中葉あたりから存在していたらしいが、一般化したのは1920年代で
あるといわれている51）。それは、歴史的にみても兼営銀行主義のドイツでは、銀行が唯一の証券業者
であるというこにに関連するものであるが、当初は銀行によって株式会社が設立されたりして株式預
託はあまり問題にならなかった。それは株式分散化に照応するものであろう。
　ここで「株式および投資証券の預託状況」を示せぽ、第五表のようになる。国内の預託件数は、58
年から60年にかけて65％、額は37．2％増加し、とりわけ5，000DM以下の層の増大率が高い。60年の
国内株式預託額77億3，250万DMは、株式資本総計277億9，600万DM（第三表・国内のみ）の27．8％
を占めている。この株式預託は、信用銀行が圧倒的に高く、62年12月31日現在、．その預託額全体に占
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第三表　株式会社の資本の所有関係（100万RM／DM、カッコ内％）
1936年 ig56年（2，577社） ・958年（2，734社）　11960年（2，537社）
関係会社所有 4，751．0（24．7） 6，184．9（26．0） 7，646．6（28．0） 8，272（26）
参　与　会　社 1，575。0（8．2） 2，800．0（11．8） 3，139．9（11．5） 2，844（9）
その他の株式会社 3，176．0（16．5） 3，384．9（14．2） 4，506．7（16．5） 5，428（17）
継　続　的　所　有 5，997．2（31．2） 8，064．1（33．9） 11，037．3（40．4） 12，405（39）
公　的　所　有 2，504．8（13．0） 3，294．3（13．9） 3，552．6（13．0） 4，017（13）
外　国　所　有 1，266．2（6．6） 2，253．7．（9．5） 3．045．4（11．1） 3，850（12）
その他の継続的所有D 2，226．2（11．6） 2，516．1（10．6） 4，439．3（16．3） 4，538（14）
その他（分散的所有） 8，476．4（44．1） 9，521．2（40。0） 8．642．5（31．6） 10．969（35）
把握された会社 5，631．3（29．3） 3，740．1（15．7） 2，958．0（10．8） 10，346（33）
把握されない会社 2，845．1（14．8） 5，781．1（24．3） 5，684．5（20．8） 623（2）
株式資本総計 19，224．6（100） 23，760．1（100） 27，326．4（100） 31，646（100）
ー?? （ー注）　（1）公法上の団体、有限会社、投資会社、その他の会社、団体、’個人、同族所有等。（出所）Wirtschaft　und　Statistik，1936年56年は、　Heft　51957，　S・274・58年は・Heft　81959・S・418・60年は・
　　Heft　51961，　S．284．
Heft　51961，　S．282．（注）（ ）は
第四表　特定部門における株式会社の所有関係（100万DM、カッコ内％）－1958年末一
関係会社
所　　有
1
????? ?? ?
工業全体・ P石
2，886．1（14．1）　　954．9（38．6）
3，474．7（17．0）　　372．1（15．0）
炭1エ・ルギー［鉄　鋼 機　　　械、 電　劇石　油 化　　　学 繊　　　維
8．6）
T．0）
58．2（1．8）
U26．4（19．6）
1，325，3（46．2）
@　361．5（12．6）
107．7（11．1）
P49．8（15．4）
48．0（2．9）
S55．6（27．5）
100．5（9．1）
P77．8（16．1）
75．0（2．7）
R13．4（11．4）
　　5．2（0．6）
P49．5（16．7）
公的所有　2，857．0（14．0）4g7．2（20．1）1，7g1．0（56．1）235．0（8．2）54．4（5．6）一（一 一 　一）　　　22．5（0。8）　　　0．1（　一）
継続的
梶@　有 外国所有ｻの他のp続的所有
2，720．2（13．3）
Q，559．2（12．5）
262．2（10．6）
Q85．4（11．5）
176．2（5，5）
W6．1（2．7）
81．1（2．8）
S19．8（14．6）
50．2（5．2）
Q68．8（27．6）
227．3（13．7）
U6．1（4．0）
820．5（74．3）
@　　一（一）
75．2（2．7）
Q12．3（7．7）
148．8（16．6）
Q78．0（31．0）
その他（分散的所有） 5，948．3（29．1）03．0（4．2）455．4（14．3）446．5（15．6）341．8（35．1）857．1（51．8）5．0（0．5）2，042．0（74．5） 315．1（35．1）
株式’資本総計 20，445．5（100）2，474．8（100）3，193．3（100）2，869．1（100）972．7（100）1，654．1（100）1，103．8（100） 2，740．4（100）896．7（100）
（注）　（1）建設業を含む。
（出所）Wirschaft　und　Statistik，　Heft　21959，　S．77，
める割合は82．5％であり、貯蓄銀行は7．5％にすぎない52）。また、同年の株式預託額140億1，800万DM
のうち、個人は73億1，500万DM、52．2％を占め、企業は45億9，400万DMで32．8％、公的機関は2．5
％、投資会社は2．1％、外国は10．3％を占めていた53）。65年末の株式保有額に対する預託額の割合は、
個人では実に99．4％にのぼり、そのうち信用銀行へは84．9％であり、企業では38．2％、信用銀行へは
84．2％であった54）。このように、個人の株式はほとんど銀行に預託されているのがわかる。
　確かに「多くの株式会社にとって預託議決権は、一般にあまり重要性がない。株式は、その議決
権を行使する他の会社あるいは資本所有者に継続的な所有として、75％以上その手にあるからであ
る。」55）という指摘は、金融資本の観点からみれぽ当然であろうが、個別的には「銀行の力g韓い」．企
業もある。いくつかの企業の銀行により代理された資本の割合を、第六表に示しておくb大銀行は、
株式預託を基礎にしてかなりの「支配力」をもっていることがわかる。このように、株式持合いによ
bて独占体が相互・結合しながら、零細株主の謙鞭大銀行峰中して一層「支記」髄化してい
る西ドイ・金融資本の姿が浮ぴ上が・七くて譜たが・て・株式預託は・株主の利益の上に銀行め禾IJ
益をおき、株主の利益を無視しでしまうものであるという批判も出てくるのであり56）、まさに老れ
は、大株主に経済的重要性を持たせ、個々の小株主の力を完全に奪いとってしまう制度であり57）、無
記名株の所有者は銀行の名簿上にのみ存在し、その議決権を一定の手続きにより銀行が獲得するとい
う制度である。
　株式預託と関連して、50年代中葉以降西ドイツに定着してきtgものに投資信託がある。三大銀行
は、1963年に、投資会社24社のうち14社をその系列下におき、全投資会社資本の70．9％を支配してい
る58）。　　　　　　　　　　　・　　：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　T　・IV一皿一ll　融資・特権的取引関係’　　　　　　　　　　　　　．一．　　一一・…・1
蝿や・ンツ・・ヒ・の欝加・舗との安定した結びつきに依存す・・．企灘多くの銀行と取引
してL；るが、たいていはメインバソクと数十年来、または創業以来密接な取引関係にある。（Dresdner
Bank，l　BHGと同じ程度のつながりをもっAEGなどは例外）、このつながりの強さは、相左の債権
・債務関係にもとつく。企業は、その流動資産の大部分を預金としてメイソパンクにあずけ、他方で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t優先的に信用を受け、そして、販売・講買・会社の日々の業務の清算ボ、大部分取引銀行の口座を通
じて行われるのである。さらに、証券発行引受業務の大銀行の独占という事実がある。すなわち、63
年で三大銀行の全銀行に対する割合は、69．5％であり、また、54－61年の社債は、66％であった59）。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　T　自己金融率の上昇が、融資関係を「弱体化」させ、かつ金融資本から企業が「自立」するというわ
けでほない。一般的には、「金融資本は持株と人的結合によって独占企業を支配し、同じく支配下の政
府から注文と低利の資金を優先的に傘下企業に割当て、租税特権を与えて内部金融させ、直系銀行は
・噸余力を他系蝋独立企業の欄ヒに禾1用す・ので・鱒頭制の力はむし碑化する」6°’と
いえるからである。　　　　　　　　　　　　’
　IV－；M－M　人的結合・重役の相互派遣
　株式所有・融資による「支配」は、人的結合により強固になり｛それによって金融資本内部の利害
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一389　一
第五表　株式および投資証券の預託状況（カッコ％）
?
託 数 預 託 額
1958年1，000 1960年1，000 　　1960年1958年＝100 1958年100万DM 1960年100万DM 〔1960年株式のみ　100万DM〕　　1960年1958年＝100
1，000DM以下
P，000～　5，000DM
T，000～25，000DM
Q5，000～100，000DM
P00，000DM以上
蒼燉a託合計
O　国　の　預　託
｝????????????．????）????．??．???????（??）?????（????????
256．8（30．7）
Q95．4（35．3）
Q11．1（25．3）
T9．6（7．1）
P3．6（1．6）
W36．5（100）
Q3．8
｝　　　　　　175．5　　　　　　149．1
????????????．?
｝???????）?????．????）?????．????）?????．????）?????．???）???????
　　　130．0（1．3）
@　　779．6（7．6）
Q，421．4（23．6）
Q，763．3（26．9）
S，173．1（40．6）
P0，267．4（100）
P，152．2
〔　95．3（1．2）〕
k479．7（6．2）〕
k1，518．5（19．7）〕
k1，981．2（25．6）〕
k3，657．8（47．3）〕
k7，732．5（100）〕
｝．?????????????????????????????????????????????????
（注）　58年ザール含まず、ベルリン含。60年ベルリン含。
（出所）Wirtschaft　und　Statistik，　Heft　61961，　S．340．
????
第六表　株主総会で代理された資本に占める銀行の割合
株主総会の日付 代理資本／@　　／資本金％
代理資本額
P，000DM
五大銀行Dによる代理資本
@1，000DM　　　　％
五大銀行による代理資本の資本金に
ﾎする割合　％
Farbenfabriken　Bayer
August・Thyssen－Htttte
BASF
Deutsche　Continental　Gas－Gesellschaft
Mannesmann
Siemens－Halske
AEG
Metallgesellschaft
Deutsche　Erd61
Dortmund－H6rder
Ge董senkirchener　Bergwerks－Gesellschaft
58年5月21日
56年7月17日
57年5月21日
57年7月30日
57年6月29日
58年2月28日
58年3月27日
57年8月16日
57年12月27日
58年5月16日
57年7月18日
80．37
86．10
82．38
86．52
70．38
82．13
79．94
94．68
72．72
82．37
83．93
448，816．2
129，296．3
420，141．4
38，933．5
396，648．7
350，450．72）
219，844．3
53，021．1
137，768．8
151，564．1
407，060．0
279，363．0
34，526．0
279，257．0
13，582．7
273，548．0
247，574．9
159，351．1
35，645．0
90．674．0
52，950．0
226，373．0
62．2
26．7
66．5
34．9
69．0
70．6
72．5
67．2
65．8
34．9
55．6
50．0
23．0
54．8
30．2
48．6
58．0
58．0
63．6
47．8
28．7
46．7
（注）（1）三大銀行に、Bayerische　Hypotheken・und　Wechselbank，　Bayerische　Vereinsbank，（2）親株、別に2万1，280　DMの優先株がある。
（出所）A．Busse，　Depotstimmrecht　der　Banken，　Betriebswirtschaftlicher　Verlag　Dr．　Th．　Gabler・Wiesbaden，1962，　SS．　40－43．
調整、意見・政策の統一がはかられる。
　1961年の調査（60年の数字）によれぽ、対象の318株式会社の取締役1，722人のうち573人が銀行か
ら派遣された。三大銀行から監査役会議長に85人、同代理に72人、平監査役に140人であり、それ
ぞれ銀行派遣全体の半数を占めていた61）。また、Deutsche　Bankの監査役会には、1．　G．　Farben，
Kl6ckner・・S量emenskonzern，　Rheinischen　Stahlwerke，　Metalgesellschaftの承継独占の重役が
いた。Dresdner　Bankの監査役会には、　A．　KrupP．また、　Thyssen－・Stinnes－Konzern，　Brown－
Boveri＆Cie．　AG，セメントコソッェルンのDyckerhoff，アメリカ企業のMaizena－Werkeの代
表老がいた。Commerzbankは、百貨店コンツェルンと密接に結合している。その監査役会には、鉱
業、冶金・鋳造業、化学工業、カリ工業、石油工業などの独占の代表者がいた62）。
　以上、銀行独占と産業独占の結合を具体的に検討してきたが、最後に、こうして形成される西ドイ
ツ金融資本についてみてみよう。
V西ドイツ金融資本
　戦後の独占解体・再編を通じて、次の40コンツェルンの支配が確立した（61年、コンツェルン名、
国内販売額・億DM）。（1）1．　G．　Farben・GrupPe　145．（2）Thyssen・Konzern　135．（3）Haniel－DEA・
Gruppe　76．（4）Flick－Konzern　75．（5）Krupp－Konzern　59．（6）Siemens－Konzern　47．5（7）RWE－
Konzern　46．（8）VEBA・Gruppe　46．（9）Mannesmann－Konzern　45．　OO　VW・Konzern　45，⑪Gr・
uppe　Metallgesellschaft／Degussa　40．5．⑫Hoesch・Konzern　38．⑬Uuilever－Kozern　35．⑭
AEG－Konzern　34．2．　a5　K16cker－Konzern　32．⑯Salzgitter－Konzern　32．　aのOpel－Gruppe　32．⑱
Standard　Oil・Konzern　28．⑲Henkel・Konzern　25．⑳Shell－Gruppe　25．⑳GM・Konzem　22．7．
㈲Hoogovens－Gruppe　21．　aS　VIAG－Konzern　21．1］4　Bosch・Konzern　20．㈱Quandt－Wintershall－
Gruppe　20．　OS　R6chling・Konzern　19．　en　Otto　Wolff・Stumm・Gruppe　18．5．　aS　Reemtsma・Konzern
17．㈲ARBED・Konzern　16．㈹BP－Gruppe　16．　GD　Ford・Konzern　15．3Z　WerhahnGruppe
13．5．G3　Schickedanz・Konzern　13．5．働Stinnes・Konzern　13．⑳Grundig・Konzern　11．30　Brown．
Boveri．Konzern　10．L　BO　AKU・Gruppe　10．（謁Demag－Konzern　10．　B90etker－Kollzern　10．㈹
Horten－Konzern　1063）。このうち、25個が西ドイツの、5個が国有のコンツェルン、10個が外国資
本の子会社ないし参与会社である64）。この40コンツェルンは、62年12月31日現在、430株式会社・支
配資本231億5，510万DM、1，288有限会社・支配資本49億9，230万DM、254他形態の企業・支配資本
8億2，700万DMを有しており、西ドイツ全体の株式資本の62％、有限会社資本の26％を、また61年
の総売上1，350億DMで全工業売上の42％、従業員268．4万人で全体の32％を占めていた65）。
　　　　　　　　　　　　　　　　　s　　s　　ゐ　　’　　s　　s　　s　これら40コソツェルソは、それ自体金融資本的性格を有し、個々の内部では資本関係を中心に強力
な支配関係が貫徹しており、これらのコンツェルンを基本的には大銀行が中心となり、株式所有・融
資・人的結合によって結びつけあい、いくつかの西ドイツ金融資本を形成している。1961年現在、次
の7つの金融資本が存在する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－391一
（1）GrupPe　Deutsche　Bank－Siemmens－Montan　Konzerne　　　　　’　売上310億DM・
（2）GrupPe　Dresdner　Bank－KrupP－Metallgesellschaft／Degussa－AEG－Mlinchener　I．　G．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　売上210億DM
（3）　1．G，　Farben－RheinstahlGruppe
（4）　Gruppe　Thyssen／GBAG－K61ner　Finanzkreise
（5）GrupPe　Commerzbank－Gerling－Goldschmidt－Warenhaus・Konzerne
（6）Konzerngruppe　Flick
（7）．Gruppe　BHG－Thyssen／Bornemisza－Sehering
（8）その他の金融資本グループ’
売上150億DM
．売上170億DMt
売上　60億DM
売上．80億DM・
売上　30億DM
売上140億DM66）
　これらの金融資本のうち、（1）（2）（5）（7）は大銀行が「要」になっているが、それ以外はそうではない。
（3）のグループは、巨大企業である1・G・Farben系三社が「銀行のような役割」をはたしているが・
同時に大銀行との結びつきも強い。61年の株式総会での大銀行の割合は、BASFが53．7％、　Bayerが
50．7％（60年）、Hoechstが48．2％、　Rheinstahlが53．2％であるが、特定の銀行と結びついてはい
ない。．比較的結びついているのは、Bayer・BASFがDeutsche　Bankと、　Hoechst・Rheinstahlが
Dresdner　Bankとである。1．　G．　Farben系は、大銀行に多くの監査役を送り大きな影響力を持っ
ていると同時に、大銀行もDeutsche，　BankのH．　AbsがBASFの監査役会長、　Dresdner　Bank
のH．R玉bhterがHoechstの監査役会長代理またHUIsの監査役会長におさまっ・ている6－（4）の
グルrプは、主要会社がDresdner　Bank，　Deutsche　Bankと人的結合がみられ、また、幾つか
の子会社・参与会社がCommerzbankを結びついている。このグループの主要会社であるAugst
Thyssenは、　Dresdner　Bankと相互に監査役の交換を行い、このグループは、ケルンのOPPenheim
銀行との結合関係にある。．（6）のグループは、成立以来、特定の銀行との績合をもたなかったが、戦前
は、Dresdner　BankとのつながりがありF．・Flick自身その監査役であった。戦後は、このグルー
プに属するDaimler－Benzの大株主であるDeutsche　Bank・が力をのばしてきたし、　Commerzbank
，も人的結合r取引関係において結びつ．いてきている。（8）のグル÷プには、VW・Konzern（三大銀行・
連邦・州）、Opel・GrupPe（D．eutsche　Bank．　Commerzbank），　Bosch－Konzerp（Dresdner　Bank．
peutsche　Bank），　R6chling－Konzern（Deutsche　Bank・Dresdper　Bank）などがあり、それぞれ
．ヵッコ内の大銀行（VWは連邦・州とも）・と結びついている67）。ここで、国有・公有企業に若干言及
しておこう。西ドイツには数多くの国有・公有企業があり、たとえぽ、連邦企業は59年に82社、資本
金で21億2，800万DMにのぼっている68）。62年に五大国有コンツェルンの生産全体に占める割合は、
石炭で28．0％、石油で16．7％、銑鉄で52．9％、粗鋼で7．2％、製錬アルミニウムで72．0％、そして乗
用車で47．2％であっ1た69）。　　　　　　　層　『　LL∴1
．以上が、西ドイツ金融資本の内容であり、それは、弱体化するどころかますます強力に戦後西ドイ
ツにおいて君臨している。　　　　：’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　『、　　”e
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おわりに
　本稿が対象とした50年代は、「奇蹟の経済成長」といわれ、GNPは50年を100として60年には実質
で213にまで上昇した。だが、話を戦時中までもどすと若干事情が違ってくる。すなわち、戦時中
の凄まじい軍備拡強によって、GNPは36年を100として43年には実質でおよそ160以上にまで上昇
し70）、軍事生産そのものは何倍にも増大した。したがって、50年代の経済成長は、基本的には戦時中
の高度に軍事化された経済への「回帰」にすぎないのではなかろうか。（軍事生産への回帰でないこ
とは明らかであるが）。もちろん、「科学・技術革命」に基づく新たな生産力の発展はあり、55年には
一大新規設備投資期を迎えたのであるが、それとても、重化学工業が「潜在的軍事産業」であるとい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　s　　　ううこととメダルの裏表の関係、すなわち軍事産業が「本来」の重化学工業に移行するという関連の内
でのみ成立したものにほかならない。戦後西ドイツ経済が、戦時中の軍拡に規定づけられ、そこに戦
後経済発展全般に貫通する積極性と限界性が存在していたとする所以である。
　このように50年代をとらえるならば、極限にまで達した軍事経済を「平時」経済に移行させ、軍事
経済の作り上げた生産力の回復、かつ新たな生産力を作り上げた推進力は、一体何であったかが問題
となる。その推進力とは、基本的にはドイツ金融資本の再編・強化であった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　も　　　ぬ　　　も　　　ヤ　　　ヤ　　　も　　　ヤ　　　ヤ　ナチス期から戦時中にかけての軍拡の中で、独占資本は膨大な利潤を確保し、「国破れて資本あり」
こそ戦前ドイツ資本主義の実践的帰結であった。したがって、戦後の経済復興には、アメリカの援助
は不可欠であったにしても、独占資本に膨大な戦時利潤（秘密積立金）を「実現」させ、独占資本復
活を計る諸政策を採用することで充分であった。それは、まさに銀行独占と産業独占の解体・再編を
通じるドイツ金融資本復活の過程にほかならず、西ドイツ金融資本こそ戦後西ドイツ資本主義の展開
方向を基本的に規定する主体となったのである。
　かかる西ドイツ金融資本は、戦後、投資金融における自己金融と公共資金の割合の上昇によって、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぬ　　　う　　　りはたして弱体化し、産業独占は銀行独占から「自立化」してきたのであろうか。
　銀行独占は、一旦解体されたが50年代に再集中し最終的にはもとの姿にもどり、産業独占の解体に
しても、そもそもその対象自体少なく、不十分であり解体された企業も50年代に再集中あるいは編成
替えを行い、また、50年代後半には企業合同が高まり、金融資本の体裁が整えられてきた。金融資本
内部の具体的精合関係の一つである株式所有についてみれぽ、銀行所有や相互持合いがあると同時
に、銀行独占は株式預託により零細株主の議決権を自らの手に集中し大きな力を発揮しており、ま
た、証券発行引受業務・融資・特権的取引関係・人的結合においても銀行独占と産業独占のつながり
は強力なものがある。西ドイツ金融資本においては、巨大コソツェルンを銀行独占が相互に結びつけ
るという形になっており、銀行独占が「中軸」となっている金融資本グループも存在するが、　1．G．
Farbenグループなどの例は必ずしも「銀行の支配・優位」とはいえず、銀行独占は株式預託などで
大きな力を持っているとはいえ、西ドイツ金融資本は、「銀行独占と産業独占の融合・癒着」として存
在していると一応結論づけられよう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　393・一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　サ　　　を　　　ヤ　　　も　　　ミ　　　あ　　　ぬ　　　s　自己金融と公共資金の投資金融に占める割合の上昇は、金融寡頭制の支配する下で、独占資本に有
利な政策を国家にとらせることによる結果であり、まさにそれは国家独占資本主義に特有の現象であ
り、以前とは質的に異なるものである。かかる事態の中で｛戦後金融資本が弱体化してきたな．どとい
うのは、まさに本末転倒の議論にほかならない。
　　注　　　　．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
　1）　「レーニソ全集」第29巻、大月書店、1971年、158頁。
　2）　P．M．　SWeezy，　The　Theory　of　Capitalist　Development，　Monthly　Review　Press　New　York，1956，
　　　pp．267－268．都留重人訳「資本主義発展の理論」、新評論、1976年、329頁。　　　：　　　　　　’
　3）R．Hilferding，　Das　Finanzkapita1，　Dietz　Verlag　Berln，1955，　SS。335－336．林要訳「金融資本論」、・大
　　　月書店、1973年、346頁。　　　　　　・・　　　　　　　　　　　　　　　　　．
　4）「レーニン全集」第22巻、260頁。　　　1
　5）　工業生産を36年水準の7〔｝－75％（38年の50－55％）とするというもの。・（H．Heininger，　Der　Nachkriegs・
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